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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第58期

第２四半期累計期間
第59期

第２四半期累計期間
第58期

会計期間
自平成28年４月１日
至平成28年９月30日

自平成29年４月１日
至平成29年９月30日

自平成28年４月１日
至平成29年３月31日

売上高 （千円） 10,033,309 7,891,647 27,652,080

経常利益又は経常損失（△） （千円） 170,410 △386,863 2,957,371

四半期（当期）純利益又は四半期純損失

（△）
（千円） 107,126 △228,715 2,022,035

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 470,494 470,494 470,494

発行済株式総数 （千株） 8,197 8,197 8,197

純資産額 （千円） 16,686,324 17,740,157 18,655,973

総資産額 （千円） 24,989,089 26,657,994 28,550,919

１株当たり四半期（当期）純利益金額又

は１株当たり四半期純損失金額（△）
（円） 13.24 △28.38 249.98

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） 5.00 10.00 75.00

自己資本比率 （％） 66.8 66.5 65.3

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 643,213 270,386 1,646,723

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △581,755 △656,130 △784,772

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △492,270 △823,706 △533,681

現金及び現金同等物の四半期末（期末）

残高
（千円） 9,184,951 8,734,582 9,944,032

 

回次
第58期

第２四半期会計期間
第59期

第２四半期会計期間

会計期間
自平成28年７月１日
至平成28年９月30日

自平成29年７月１日
至平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 13.00 10.81

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４．第58期第２四半期累計期間及び第58期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．第59期第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1）業績の状況

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、企業の収益改善に伴い雇用及び所得環境が持ち直しており、緩や

かな回復基調で推移しました。

建設業界におきましては、公共投資は堅調に推移し、民間設備投資は企業の景況感が改善しており、持ち直しの

動きが続きました。

このような状況下にあって当社は、空調計装関連事業の新設工事においては、「既設工事に繋がる物件の受

注」、空調計装関連事業の既設工事においては、「提案型営業力強化による受注量確保」、産業計装関連事業にお

いては、「事業拠点と業容の拡充による事業展開」を対処すべき課題として掲げ、事業展開してまいりました。

業績の状況につきましては、受注高は空調計装関連事業及び産業計装関連事業ともに増加し、15,873百万円（前

年同期比4.7%増）となりました。売上高につきましては、空調計装関連事業及び産業計装関連事業ともに減少し、

7,891百万円（同21.3%減）となりました。

損益面につきましては、売上高の減少等により、営業損失が421百万円（前年同期は143百万円の利益）、経常損

失が386百万円（前年同期は170百万円の利益）、四半期純損失は228百万円（前年同期は107百万円の利益）となり

ました。

なお、当社の売上高は、通常の営業の形態として、工事の完成引渡しが第４四半期会計期間に集中しているた

め、第１四半期会計期間から第３四半期会計期間における売上高に比べ、第４四半期会計期間の売上高が著しく多

くなるといった季節的変動があります。

セグメント別動向の概況は次のとおりであります。

〔空調計装関連事業〕

空調計装関連事業につきましては、受注工事高は、既設工事において事務所向け物件の増加等により、14,218百

万円（前年同期比4.8%増）となりました。内訳は、新設工事が3,996百万円（同0.6%増）、既設工事が10,222百万

円（同6.6%増）でした。

完成工事高は、新設工事において大型物件が減少したこと等により、6,747百万円（同23.2%減）となりました。

内訳は、新設工事が2,380百万円（同43.3%減）、既設工事が4,367百万円（同4.9%減）でした。

また、制御機器類販売の受注高及び売上高は、149百万円（同9.9%減）となりました。

総じて、空調計装関連事業の受注高は14,368百万円（同4.6%増）、売上高は6,897百万円（同23.0%減）となりま

した。

〔産業計装関連事業〕

主に工場や各種搬送ライン向けに、空調以外の計装工事及び各種自動制御工事等を行う産業計装関連事業につき

ましては、受注工事高は、地域冷暖房関連設備の計装工事の増加等により、1,336百万円（前年同期比3.9%増）と

なりました。

完成工事高は、電気工事の減少等により、826百万円（同12.1%減）となりました。

また、制御機器類販売の受注高及び売上高は、168百万円（同22.5%増）となりました。

総じて、産業計装関連事業の受注高は1,504百万円（同5.7%増）、売上高は994百万円（同7.7%減）となりまし

た。
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(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ1,209百

万円減少し、8,734百万円（前年同期比4.9％減）となりました。当第２四半期累計期間における各キャッシュ・

フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は270百万円（同58.0％減）となりました。

これは、主に未成工事支出金の増加2,315百万円及び未払消費税等の減少484百万円に対して、売上債権の減少

4,115百万円があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は656百万円（同12.8％増）となりました。

これは、主に投資有価証券の売却・償還による収入400百万円に対して、投資有価証券の取得による支出907百万

円及び有形・無形固定資産の取得による支出122百万円があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は823百万円（同67.3％増）となりました。

これは、自己株式の取得による支出258百万円及び配当金の支払565百万円によるものであります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

当第２四半期累計期間における研究開発活動の金額は、55百万円であります。

なお、当第２四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 32,790,000

計 32,790,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在発行数

（株）
（平成29年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成29年11月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,197,500 8,197,500

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数は100

株であります。

計 8,197,500 8,197,500 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増 減 額
（千円）

資本準備金残高
（千円）

平成29年７月１日～

平成29年９月30日
－ 8,197,500 － 470,494 － 316,244

 

EDINET提出書類

日本電技株式会社(E00313)

四半期報告書

 5/15



（６）【大株主の状況】

  平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本電技従業員持株会 東京都墨田区両国２－10－14 861 10.50

永田　健二 東京都板橋区 575 7.01

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口）
東京都中央区晴海１－８－11 368 4.49

株式会社みずほ銀行

（常任代理人　資産管理サービス信託銀

行株式会社）

東京都千代田区大手町１－５－５

（東京都中央区晴海１－８－12晴海ア

イランドトリトンスクエアオフィスタ

ワーZ棟）

345 4.20

アズビル株式会社 東京都千代田区丸の内２－７－３ 328 4.00

BBH FOR FIDELITY PURITAN TR:

FIDELITY SR INTRINSIC OPPORTUNITIES

FUND

（常任代理人　株式会社三菱東京UFJ銀

行）

245 SUMMER STREET BOSTON, MA 02210

U.S.A.

(東京都千代田区丸の内２－７－１）

250 3.04

島田　惟一 東京都港区 245 2.99

島田　良介 東京都世田谷区 216 2.63

日本電技株式会社 東京都墨田区両国２－10-14 193 2.36

島田　外志子 東京都港区 191 2.34

計 － 3,576 43.62

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式　　193,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　8,002,000 80,020 －

単元未満株式 普通株式　　　1,800 － －

発行済株式総数 　　　　　8,197,500 － －

総株主の議決権 － 80,020 －

 

②【自己株式等】

平成29年９月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本電技株式会社
東京都墨田区両国

2-10-14
193,700 － 193,700 2.36

計 － 193,700 － 193,700 2.36

（注）当第２四半期会計期間末日現在の自己株式数は、193,772株であります。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成29年７月１日から平成29

年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について
当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 3,444,189 3,735,067

受取手形・完成工事未収入金等 8,507,136 ※２ 4,392,982

有価証券 6,699,535 4,999,515

未成工事支出金 3,430,968 5,746,377

商品 8,453 5,992

材料貯蔵品 9,727 9,884

その他 1,100,516 1,492,961

貸倒引当金 △794 △419

流動資産合計 23,199,733 20,382,360

固定資産   

有形固定資産 990,951 986,112

無形固定資産 227,424 231,512

投資その他の資産   

投資有価証券 2,799,041 3,705,996

その他 ※１ 1,333,768 ※１ 1,352,011

投資その他の資産合計 4,132,809 5,058,008

固定資産合計 5,351,185 6,275,633

資産合計 28,550,919 26,657,994

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 3,462,139 2,956,365

未払費用 1,983,680 1,082,487

未払法人税等 1,050,391 23,632

未成工事受入金 2,030,579 3,730,349

完成工事補償引当金 14,826 20,949

工事損失引当金 101,243 190,029

その他 340,352 154,829

流動負債合計 8,983,213 8,158,643

固定負債   

退職給付引当金 280,995 269,459

役員退職慰労引当金 317,011 156,829

資産除去債務 27,073 27,213

その他 286,652 305,690

固定負債合計 911,732 759,193

負債合計 9,894,945 8,917,836

純資産の部   

株主資本   

資本金 470,494 470,494

資本剰余金 316,244 316,244

利益剰余金 17,646,640 16,851,707

自己株式 △120,191 △378,412

株主資本合計 18,313,188 17,260,033

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 342,785 480,123

評価・換算差額等合計 342,785 480,123

純資産合計 18,655,973 17,740,157

負債純資産合計 28,550,919 26,657,994
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

売上高   

完成工事高 9,729,507 7,573,370

商品売上高 303,802 318,277

売上高合計 10,033,309 7,891,647

売上原価   

完成工事原価 7,235,430 5,430,035

商品売上原価 205,126 219,038

売上原価合計 7,440,557 5,649,073

売上総利益 2,592,751 2,242,573

販売費及び一般管理費 ※１ 2,449,283 ※１ 2,664,372

営業利益又は営業損失（△） 143,468 △421,798

営業外収益   

受取利息 6,909 5,236

受取配当金 12,563 16,163

その他 8,500 14,086

営業外収益合計 27,973 35,486

営業外費用   

売上割引 392 265

自己株式取得費用 － 256

コミットメントフィー 495 －

その他 142 30

営業外費用合計 1,031 551

経常利益又は経常損失（△） 170,410 △386,863

特別損失   

固定資産除却損 547 5,050

特別損失合計 547 5,050

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 169,862 △391,914

法人税、住民税及び事業税 3,700 3,800

法人税等調整額 59,035 △166,998

法人税等合計 62,735 △163,198

四半期純利益又は四半期純損失（△） 107,126 △228,715
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失

（△）
169,862 △391,914

減価償却費 85,490 91,612

退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額（△は

減少）
△63,795 △171,718

貸倒引当金の増減額（△は減少） △840 △1,400

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 1,547 6,123

工事損失引当金の増減額（△は減少） △35,472 88,786

受取利息及び受取配当金 △19,473 △21,399

固定資産除却損 547 5,050

売上債権の増減額（△は増加） 4,338,645 4,115,180

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △485,006 △2,315,857

たな卸資産の増減額（△は増加） △10,865 2,304

仕入債務の増減額（△は減少） △1,756,889 △478,524

未成工事受入金の増減額（△は減少） 462,208 1,698,972

未払消費税等の増減額（△は減少） △257,078 △484,428

その他 △864,238 △922,399

小計 1,564,641 1,220,386

利息及び配当金の受取額 20,621 21,572

法人税等の支払額 △942,049 △971,572

営業活動によるキャッシュ・フロー 643,213 270,386

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △46,981 △53,936

無形固定資産の取得による支出 △33,892 △68,681

投資有価証券の取得による支出 △841,700 △907,429

投資有価証券の売却による収入 40,176 100,000

投資有価証券の償還による収入 300,000 300,000

敷金及び保証金の差入による支出 △6,081 △17,836

敷金及び保証金の回収による収入 855 1,251

その他 5,867 △9,499

投資活動によるキャッシュ・フロー △581,755 △656,130

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △105 △258,221

配当金の支払額 △492,165 △565,484

財務活動によるキャッシュ・フロー △492,270 △823,706

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △430,812 △1,209,450

現金及び現金同等物の期首残高 9,615,763 9,944,032

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 9,184,951 ※ 8,734,582
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

※１．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額
 

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当第２四半期会計期間
（平成29年９月30日）

投資その他の資産（その他） 4,776千円 3,750千円

 

※２．四半期会計期間末日満期手形

四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期会計期間末日が金融機関の休日でしたが、満期

日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期会計期間末日満期手形の金額は、次のとおりであり

ます。
 

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当第２四半期会計期間
（平成29年９月30日）

受取手形 －千円 12,425千円

 

（四半期損益計算書関係）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。
 

 
　前第２四半期累計期間
（自 平成28年４月１日

　　至 平成28年９月30日）

　当第２四半期累計期間
（自 平成29年４月１日

　　至 平成29年９月30日）

従業員給料手当 1,136,415千円 1,248,206千円

退職給付費用 41,372 43,408

役員退職慰労引当金繰入額 9,531 9,361

地代家賃 237,857 260,829

減価償却費 74,310 80,672

 

　２．前第２四半期累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年９月30日）及び当第２四半期累計期間（自平成29年

４月１日 至平成29年９月30日）

 当社の売上高は、通常の営業の形態として、工事の完成引渡しが第４四半期会計期間に集中しているため、第

１四半期会計期間から第３四半期会計期間における売上高に比べ、第４四半期会計期間の売上高が著しく多くな

るといった季節的変動があります。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりであ

ります。
 

 
前第２四半期累計期間

（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

現金預金勘定 3,685,083千円 3,735,067千円

取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資（有価証券）
5,499,867 4,999,515

現金及び現金同等物 9,184,951 8,734,582
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 493,422 61  平成28年３月31日  平成28年６月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後となる

もの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年11月２日

取締役会
普通株式 40,444 5  平成28年９月30日  平成28年12月５日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 566,217 70  平成29年３月31日  平成29年６月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後となる

もの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年11月１日

取締役会
普通株式 80,037 10  平成29年９月30日  平成29年12月４日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）1

四半期
損益計算書
計上額
（注）2

 
空調計装
関連事業

産業計装
関連事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 8,955,864 1,077,444 10,033,309 － 10,033,309

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － －

計 8,955,864 1,077,444 10,033,309 － 10,033,309

セグメント利益 1,110,671 46,375 1,157,046 △1,013,578 143,468

（注）１．セグメント利益の調整額△1,013,578千円は、全社費用であります。全社費用は、主に報告セグメン

トに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第２四半期累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）1

四半期
損益計算書
計上額
（注）2

 
空調計装
関連事業

産業計装
関連事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 6,897,242 994,405 7,891,647 － 7,891,647

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － －

計 6,897,242 994,405 7,891,647 － 7,891,647

セグメント利益又は損失

（△）
665,581 △38,651 626,929 △1,048,728 △421,798

（注）１．セグメント利益又は損失(△)の調整額△1,048,728千円は、全社費用であります。全社費用は、主に

報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失(△)は、四半期損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間

（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
13円24銭 △28円38銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（千円）
107,126 △228,715

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（千円）
107,126 △228,715

普通株式の期中平均株式数（千株） 8,088 8,060

（注）前第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。当第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四

半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　平成29年11月１日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………80,037千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………10円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成29年12月４日

(注）平成29年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年11月13日

日本電技株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岡本　和巳　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　裕司　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本電技株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第59期事業年度の第２四半期会計期間（平成29年７月１日から平成29

年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本電技株式会社の平成29年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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